
は じ め に

この度は第７１回国立病院総合医学会にお招きいた
だき心から感謝申し上げる．私自身，１９８４年から
１９９３年まで，国立療養所近畿中央病院（現：国立病
院機構近畿中央呼吸器センター）附属リハビリテー

ション学院に１０年間教官として勤務し，今回はその
恩返しという意味もあって参加させていただいた．
また，その後，臨床で約２０年間，そのうちリハビリ
テーション部長として７年間勤め，人材育成につい
て考えることが多くあり，それらの経験も踏まえて，
いただいたテーマについて述べさせていただく．

第７１回国立病院総合医学会
（２０１７年１１月１０日 於 高松）

第７１回国立病院総合医学会で，「NHO等においては，作業療法士の人材育成が体系
的に行われているとは言い難く，地域差，施設差が大きい」，「NHO等の対象者は政

策医療分野を含め多種多様の疾患（重心，筋ジス等）を対象にしているが，卒前教育ではほとん
ど取り扱っていないこと」，「異動があること」の３点について，一般社団法人日本作業療法士協
会会長の立場および４１年間の作業療法士としての経験を踏まえて意見を述べた．１つ目について
は，全国で８８８名の作業療法士が協力して卒後教育を自ら作るべきである．２つ目については，
他の職種もほぼ同様な現状であり，４年制以上の教育制度と抜本的な見直しの必要性を述べた．３
つ目については，「異動」は自己の能力を伸ばすためにはとてもいい機会であり，異動があって
も業務がスムーズに引き継げるような業務の標準化などの必要性を述べた．最後にNHO等によ
る医療はまさに政策医療であり，民間病院ではできない質の高い医療を提供している．国民にと
ってはなくてはならない施設・機構であり，それをしっかりと自覚していただき，国民の健康に
ますます寄与されることを祈念している．
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総合医学会報告
シンポジウム１：「作業療法士の人材育成を考える ―NHOにおける卒前教育から卒後教育，そして未来へ―」
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改めて「作業療法」について

卒前教育について

卒後教育について

人材育成について述べる前に，改めて作業療法に
ついて紹介する．１９６５年の理学療法士及び作業療法
士法にあるように，作業療法とは「身体又は精神に
障害のある者に対し，主としてその応用的動作能力
又は社会的適応能力の回復を図るため，手芸，工作
その他の作業を行なわせることをいう」．この法律
は５３年間経った現在でも変わっていないが，その間，
対象疾患も多種多様になり，作業療法の技術も大き
く変化した．法の「手芸，工作」という文言から，
「医療現場において手工芸を行わせること」といっ
た認識が広がったが，そのような認識を改めるため
に，平成２２年４月に医政局長通知（医政発０４３０第１
号）が発出された（図１）．これは，NHO等に勤
務する多くの作業療法士の業務を説明する上で大き
な後ろ盾となろう．

卒前教育は理学療法士作業療法士学校養成施設指

定規則に基づき，生涯教育制度に示す内容で行われ
ている．日本作業療法士協会（以下，協会）では１９７７
年の日本学術会議の４年制大学における教育への移
行の勧告もあり，数回にわたり４年制化を関係機関
に要望してきたが，法の改正は実現していない．し
かし，２０１８年３月の医道審議会において，２０２０年度
入学生から新指定規則が施行されることになった．
主な改定事項は，地域包括ケアシステムに資する人
材育成，高度・専門化への対応，臨床実習指導の充
実（単位数の増加と臨床実習指導者への研修の義務
化等），それらを行うための総単位数の増加などで
ある（図２）．
なお，新指定規則は５年ごとに見直されることに
なっており，次回の検討会では４年制化について検
討されることになっている．このように，卒前教育
も大きな変化が求められており，NHO等で勤務さ
れる皆様もこの変化に柔軟に対応できるよう準備を
お願い致したい．

図３に協会の生涯教育制度を示す．その構造は，
基礎研修，認定作業療法士取得研修，専門作業療法士
取得研修，生活行為向上マネジメント（Management
Tool for Daily Life Performance：MTDLP）研修か
らなる．認定作業療法士は５年更新制で，現在８９８
名の認定作業療法士が活躍している（２０１７年１１月現
在）．更新には，一定の研修と事例報告，社会的貢
献，後輩育成等を行う必要がある．また，MTDLP
研修は基礎研修，事例報告，指導者養成の３層構造
からなり，指導者の認定は協会が行い，ほかは都道
府県作業療法士会が実施している．基礎研修修了者
は２０，５３０名（３４．７％），事例報告３，９８６事例，指導者
数１１０名（２０１７年９月現在）となっている．
協会員の領域別配置状況は，病院施設に約８割，

図１ 作業療法の「作業」の見直し（厚生労働省医政局通知（平成２２年４月３０日，医政発０４３０第
１号・第２号））

図２ カリキュラムの内容
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NHO等においては，「作業療法士の人材育
成が体系的に行われているとは言い難く，地
域差，施設差が大きいこと」について

「NHO等の対象者は政策医療分野を含め多
種多様の疾患（重心，筋ジス等）を対象にし
ているが，学校教育ではほとんど取り扱って
いないこと」について

その他施設に１割，自宅会員１割である（表１）．
作業療法士が対象とする主な疾患を図４に示す．こ
れらは，卒後教育の領域と学ぶ疾患，障害の多様性
を示すもので，幅広い学習が必要なことを示してい
る．なお，卒後教育における国としての課題は，質
の担保が自己研鑽にゆだねられている現状に対し，
国や自治体による卒後教育の義務化や国家資格の更
新制などの導入が必要と考えている．
さらに，地域包括ケアシステムにおいて，作業療

法士には，利用者への直接的な支援に加えて，多職
種連携，自立支援，重度化予防，共生社会の実現な
どを踏まえたマネジメント能力が求められている．
また，プロセスとアウトカムの評価は常に行われ，
効果をあげることは当然として，より効率的な作業
療法の実践が求められよう．卒後教育の充実は今後
ますます必要である．

NHO等では，１４２病院，国立高度専門医療研究
センター８施設，国立ハンセン病療養所１３施設，学
院１校，総施設数１６３施設，OT数８８８名，未配置施
設３施設となっている．
北海道，福岡県では６施設，山梨県，高知県，秋

田県，岐阜県では１施設と立地，規模，領域の環境
はさまざまであることが推察できる．そこから見出
しの指摘につながるのだと思うが，NHO等におい
てもすでに専門研修プログラムや重症心身障害医療
臨床プログラムなどが散見されるように，自ら人材
育成の体系を構築していくことが求められていると
思う．８８８人の作業療法士が，ひとり５，０００円を出資
すれば４００万規模の研修システムの構築も可能であ
る．自ら環境を変えることも重要かと思う．

これについては，医師や看護師についても同じよ
うな現状である．入学生の偏差値が低下する中で，
多くの養成施設は国家試験合格に手一杯で臨床で求
められる知識には程遠いものを感じる．これは現行
の教育制度の限界でもあると思う．米国，カナダに
おいては，現在，修士以上が作業療法士の条件であ
るが，両国においては，２０２７年から博士以上とする
計画もある．社会的ニーズにどのようにして応える
か，世界では柔軟で大胆な取り組みが行われており，
わが国においてもぜひそのような改革を促進する必
要がある．

図３ 日本作業療法士協会 生涯教育制度
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年度 医療 介護 福祉 養成
教育

行政・
その
他

休業中 非有効 総数

1993 3,534 334 710 201 142 524 45 5,490
1994 3,766 395 730 235 144 613 136 6,019
1995 4,034 426 553 277 155 722 469 6,636
1996 4,625 618 603 356 182 880 224 7,488
1997 5,240 773 631 420 196 1,021 188 8,469
1998 5,855 912 679 456 225 1,215 228 9,570
1999 6,730 1,125 709 491 221 1,424 316 11,016
2000 7,983 1,415 766 559 240 1,749 349 13,061
2001 9,314 1,826 845 653 279 2,008 268 15,193
2002 10,715 2,175 879 731 286 2,372 300 17,458
2003 12,223 2,744 965 828 321 2,628 342 20,051
2004 14,273 3,522 1,097 952 384 2,659 264 23,151
2005 16,018 3,955 1,131 1,037 443 3,295 252 26,131
2006 18,107 4,489 1,197 1,110 555 3,782 292 29,532
2007 20,287 4,868 1,245 1,185 651 4,441 271 32,948
2008 22,444 5,135 1,301 1,214 951 4,669 247 35,961
2009 24,772 5,688 1,329 1,250 847 5,109 246 39,241
2010 27,016 6,005 1,376 1,263 929 5,477 282 42,348
2011 28,906 6,075 1,422 1,262 1,007 5,980 306 44,958
2012 30,073 6,145 1,436 1,265 1,116 5,839 218 46,092
2013 31,496 6,318 846 1,273 1,227 6,088 760 48,008
2014 32,673 6,524 1,053 1,310 1,322 6,245 714 49,841

主な医療機関に
従事する会員数 2004年度 2014年度

一般病院 9,223 23,521

（内訳）
一般病床 7,118 20,456

療養型病床 2,105 3,065

精神科病院 精神科病床 3,535 5,664

主な介護保険施設に
従事する会員数 2004年度 2014年度

介護老人保健施設 2,824 4,425

特別養護老人ホーム 169 604

（単位：人） 出典：（一社）日本作業療法士協会会員統計資料

「異動があること」について

これについては，異動に耐えうる組織体制ができ
ていないこと，役職者の未配置施設が全体に１／３
を占め，組織として未熟な組織が多いことの２つの
問題提起がなされた．前者については，「鶏と卵」
の関係であり，異動を繰り返す中で施設の運用マニ
ュアルは進化し，業務の標準化が進むものと考える．
後者については，いまのNHO等のキャリアアップ

体制は経験年数を基本にしており，あと１０年も経過
したら変化していると思う．私は作業療法士になっ
て４１年が経つが，７年臨床，１０年教育，その後は旧
職場に復帰し，途中新病院の開設準備室で事務官を
２年，新病院で４年とさまざまな経験を積んできた．
日本の社会においては「継続」が重要であるが，加
えて，「異動」は自己の能力を伸ばすためにはとて
もいい機会だと思っている．異動の辞令が出たら，
新しい自分をみつけることができるという前向きな

図４ 作業療法が対象とする主な疾患に係る協会員数（２０１４年度）

表１ 協会員領域別配置状況（１９９３年―２０１４年度）
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お わ り に

姿勢で乗り越えていただけたらと思う．

講演では，兵庫県社会福祉事業団および兵庫県立
総合リハビリテーションセンター中央病院の研修体
制および作業療法科における勉強会，研修等をご紹
介したが，これらはそれぞれホームページに公開さ
れており討議の材料となれば幸いである．
最後に，NHO等による医療はまさに政策医療で

あり，民間病院ではできない質の高い医療を提供し
ている．国民にとってはなくてはならない施設・機

構であり，それをしっかりと自覚していただき，国
民の健康にますます寄与されることを祈念している．

〈本論文は第71回国立病院総合医学会シンポジウム「作
業療法士の人材育成を考える ―NHOにおける卒前教育
から卒後教育，そして未来へ―」において「作業療法士
の人材育成を考える ―NHOにおける卒前教育から卒後
教育，そして未来へ― 日本作業療法士協会の立場から」
として発表した内容に加筆したものである．〉

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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